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事　務　執　行　概　要
令和５年度の大阪経済は、アフターコロナへの移行に伴う経済社会活動の活発化によ
り、業況は力強さを欠くものの、緩やかな持ち直しの基調で推移した。

消費は、百貨店及びスーパーの販売額が前年同月を上回るなど、持ち直しの動きが続いた。企業では、賃金引上げの改善傾向が続いているとともに、能力増強や合理化･省力化などを目的とする設備投資が前年に比べて微増となった。雇用については、一部にやや弱い動きもみられた。
商工労働部では、こうした経済・雇用情勢を踏まえ、また、大阪府中小企業振興基本条例の趣旨も踏まえつつ、国や市町村、経済団体や金融機関、支援機関等と連携しながら「中小企業等の成長に向けた支援の強化」、「大阪の経済・産業をけん引するイノベーションの創出」、「多様な人材の活躍支援と産業人材の確保・育成」に取り組んだ。
○　「中小企業等の成長に向けた支援の強化」については、「新事業展開支援」、「エネルギー価格高騰に係る支援」、「中小企業等の万博関連取引支援」、「商店街等の活性化」、「金融支援」、「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」、「事業承継支援」、「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」や「国際ビジネス支援」に取り組んだ。
・「新事業展開支援」については、コロナ禍の影響や原油価格・物価高騰等による調達コストの増嵩、ゼロゼロ融資の返済の本格化等に対応できるよう、新事業展開に係る計画策定から課題解決までの伴走支援、補助金による新商品開発・販路開拓等の支援を実施した。
・「エネルギー価格高騰に係る支援」ついては、電気料金の高騰が続く中、国の支援の対象外である特別高圧で受電する施設において、高額な電気料金を負担している中小企業の支援を行った。
・「中小企業等の万博関連取引支援」については、万博に向けて発生するさまざまな需要や調達を、地元大阪の事業者が取り込めるよう、万博関連の取引支援サイト「万博商談もずやんモール」を運用し、府内事業者の受発注の支援を行った。
・「商店街等の活性化」については、商店街における観光・消費を促進するため、国内外の観光客をターゲットに、誘客のポテンシャルある商店街の観光コンテンツ化への支援や多言語化したポータルサイトにより商店街及び周辺エリアの観光情報を発信した。また、新しい生活様式（ニューノーマル）に沿った「ICT活用」や地域内経済を循環させる「バイローカル」の『モデルの創出』に取り組むとともに、その『成果の普及』を通じて、市町村・商店街の取組みを後押しすることで、商店街の持続的な発展に繋げた。
・「金融支援」については、既存の「開業サポート資金」の中に、創業時の経営者保証を不要とする制度を創設し、創業時を含めた中小企業の成長に向けた取組みを後押しした。また、ゼロゼロ融資の借換え需要や物価高騰の影響に対する資金繰り支援として拡充した「新型コロナウイルス感染症等伴走支援型資金」を引き続き実施した。
・「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」については、データやデジタル技術を活用して中小企業の課題に応じたDX推進に資するソリューションを提供できる企業「大阪府DX推進パートナーズ」や大阪産業局と連携し、人材育成講座の開催や専門家派遣等による伴走支援に加え、「オオサカDXメソッド」として、DX人材に関する情報発信や民間企業と連携したオンライン研修を無償で提供するほか、求人企業とのマッチングを実施するなど府内中小企業のDX推進を支援した。

・「事業承継支援」については、商工会・商工会議所や金融機関等の支援機関、国・市町村などと連携し、大阪産業局とともに集中的に取り組み、第三者承継による円滑な経営資源の移転支援や事業承継診断、事業承継セミナー等を実施するとともに、事業承継計画の策定支援や後継者の発掘・育成支援を行った。
・「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」については、MOBIOではビジネスマッチングや産学連携、知的財産活動、販路開拓等の支援や企業・製品のブランド力向上に取り組んだ。また、大阪産業技術研究所では、技術支援や成長産業分野の研究開発、顧客サービス向上に向けた支援に取り組んだ。
・「国際ビジネス支援」については、大阪産業局をはじめ、日本貿易振興機構（ジェトロ）や海外政府機関等と連携し、現地市場の最新情報を提供するセミナーの開催や、海外展示会の出展支援等を実施した。
○　「大阪の経済・産業をけん引するイノベーションの創出」については、「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」、「スタートアップの輩出・成長支援」、「特色ある拠点形成と拠点間連携等の推進」や「企業立地、投資による産業集積の維持・促進」に取り組んだ。
　・「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」については、カーボンニュートラルに資する最先端技術の開発や実証等への補助制度や、バイオプラスチック製品のビジネス化に向けた課題を克服するため、原材料の製造や製品の製造・加工、販売までの一連の企業等によるプロジェクトづくりと、プロジェクトによる製品開発への補助を組み合わせて実施するとともに、SDGsビジネスの創出や成長支援としてSDGsビジネスマッチングイベントを開催した。また、空飛ぶクルマの社会実装に向けた取組みとして、大阪版ロードマップ（令和４年３月策定）に基づき、事業者の行う離着陸場整備やビジネス開発に必要な実証実験などへの支援、社会受容性向上などに向けた取組みを実施した。
　・「スタートアップの輩出・成長支援」については、ビジネスプランコンテスト等を通じた有望起業家の発掘及び成長支援に加え、スタートアップ・エコシステムの拠点形成のために、大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアムの運営等に努め、将来のリーディングカンパニー候補となる企業の育成や輩出を目的として、事業立ち上げ時に必要とされる専門的な支援の実施や、成長期にあるスタートアップに対し、先輩経営者等とのつながりを提供しさらなる発展支援を行った。また、海外に進出する規模拡大型スタートアップの輩出に向け、グローバル展開に意欲的なスタートアップを公募により選出し、在阪事業者等との事業連携や資金調達の促進、海外事業計画の立案に向けた伴走支援を新たに実施した。
　・「特色ある拠点形成と拠点間連携等の推進」については、再生医療等の産業化を推進する「Nakanoshima Qross」、国立健康・栄養研究所の移転完了等により産学官民の連携によるヘルスケアのオープンイノベーションが加速する「健都」、創薬分野のスタートアップ育成で着実な成果を挙げている「彩都」において、それぞれのコンセプトに沿った拠点形成と、これら３拠点間の連携を推進し、イノベーション創出を促進した。
　・「企業立地、投資による産業集積の維持・促進」については、市町村のまちづくりと連携した産業用地創出に向けた取組みを進めるとともに、立地優遇制度の活用やプロモーション活動により企業立地の促進に取り組んだ。また、府内に本社を設置する外資系企業に対する支援により対日投資を促進するほか、大阪外国企業誘致センター（OBIC）による立地支援を行った。

○　「多様な人材の活躍支援と産業人材の確保・育成」については、「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合就業支援」、「公共職業訓練を通じた就職支援」、「長期求職者等の就職・職場定着支援」、「人材確保が必要な企業への支援」や「労働環境の改善等の支援」に取り組んだ。

・「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合就業支援」については、就職に困難性を有する求職者等へ重点的に支援した。また、障がい者雇用の促進に向けた企業の取組みを支援した。
・「公共職業訓練を通じた就職支援」については、高等職業技術専門校において、ものづくり分野を支える産業人材の育成や障がい者等のスキルアップを実施しているほか、社会福祉法人等の民間教育訓練機関を活用し、離職者の再就職を支援した。
　・「長期求職者等の就職・職場定着支援」については、公民連携による府特設ホームページ「にであう」の情報発信機能等を活用し、求職期間が長引いている方や女性、若者・高年齢者など非正規雇用で長期間働いている方を中心に、人材不足となっている建設・製造・運輸などの府内中小企業への正規雇用のマッチングを支援するとともに、企業の人材育成をバックアップすることで就職・職場定着に向けて総合的に支援した。
　・「人材確保が必要な企業への支援」については、製造・運輸・建設・インバウンド関連の業界団体・行政機関・関係部局等と連携して「大阪人材確保推進会議」を設置し、業界のイメージアップやマッチング機会等の創出、中小企業人材支援センターや中核人材雇用戦略デスクにおける人材確保支援を実施した。また、事業者による外国人材受入相談からマッチング支援までを実施し、採用を検討する中小企業へのワンストップ支援を行うとともに、留学生等を対象とした合同企業説明会や、府内企業とのマッチング機会を提供した。さらに、増加する外国人からの相談に対応するため、新たにチャットボットの実装やホームページの多言語化など、24時間対応可能な相談体制を整備した。
　・「労働環境の改善支援」については、職場トラブルの防止・解決支援として、労働者や事業主等に対する労働相談を実施し、外国人の方には多言語化による対応を行った。また、中小企業における労働環境改善に向け、個別訪問やオンライン等の方法により事業所への課題分析や助言などを行った。さらに、中小企業におけるテレワークの導入・定着等の支援を行い、働き方改革を促進した。
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